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はじめに

　本稿は，ユニリーバとプロクター・アンド・

ギャンブル（以下 P&G）のアジアにおけるマー

ケティング戦略，特に両企業のアジアにおける流

通チャネル構築プロセスを対象とする比較研究で

ある。ユニリーバ，P&G は，周知のように，欧

米を母国とする多国籍企業であるが，本稿ではそ

のアジア（中国，東南アジア，インド）展開を対

象とし，流通チャネル論・国際マーケティング論

の視座を手掛かりとした経営史的手法による分析

を試みる。

　ユニリーバ，P&G の本国およびアジアでの歴

史については，これまでいくつかの詳細な先行研

究がある。ユニリーバについては Wilson（1954）， 

Jones（2005） に 加 え，Fieldhouse（1978） が

その海外展開を本格的に記述している。Dyer, 

Dalzell and Olegario（2003）が中国展開について

も記述を含んでいるほか，中国 P&G そのものに

ついては，北京大学多国籍企業研究プロジェクト

による中国 P&G 20 年史（北京大学，2009）があ

る。桑原（2007），佐々木（2007）は，前者はユ

ニリーバ，後者は P&G の日本進出を取り上げた

歴史事例研究である。ユニリーバ，P&G を比較

した研究としては，Bartlett and Ghoshal（1998）

による両社の国際化戦略・組織の比較が有名であ

る。小林（2015）は，ユニリーバのインド展開と

P&G の中国展開の歴史を対比した，両社のアジ

ア進出に関する比較研究である。

　だが，両社のアジアにおける流通チャネルにつ

いての研究となると数は限られる。タイにおける

ユニリーバの流通チャネルについての詳述を含む

遠藤（2010），中国洗剤メーカー耐斯と比較しつ

つ中国 P&G のチャネル戦略の事例を取り上げた

李（2014・2015），ブランディングを中心とした

観点から中国 P&G について詳述した肖（2009・

2010）がそれである。

　このようにユニリーバ，P&G のアジア進出や

個別国での流通チャネル構築についてはいくつか

の先行研究があるが，両企業のアジアにおける流

通チャネルについて複数の国を取り上げ，比較し

た研究は，ほとんどないといってよい。新興国で

のマーケティングにおいて流通チャネルは重要な

問題の一つであるが，事例研究から理論への橋渡

しを進めるためには，両企業のような多国籍企業

のアジアにおける流通チャネル構築プロセスを統

合的に理解する必要があるのではないだろうか。

このような問題意識により，本稿では，経営史的

手法と流通チャネル・国際マーケティングの視点

を融合することにより，先行研究の手薄な流通

チャネルを中心に，両企業のアジアにおけるマー

ケティングの特徴を明示するものとしたい。その

際，両企業の中国，インド，東南アジア各地域を

取り上げる（１）。複数国を取り上げるのは，地域

によって両社の業績が大きく異なるからである。

中国，フィリピンにおいては P&G はユニリーバ

を圧倒しているが，インドやフィリピン以外の東

南アジア（インドネシア，タイなど）では逆にユ

ニリーバが P&G を圧倒している。両企業の得意

とする地域だけではなく，不得意とする地域もあ

えて取り上げることによって，偏りのない比較研
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究を行いたい。

　なお，本稿では，まずユニリーバを取り上げ，

次に比較対象として P&G に言及するという構成

をとり，どちらかといえばユニリーバを比較の主

軸とする。新興国でのマーケティングや流通チャ

ネルに関しては，ユニリーバに見るべき内容が多

いからである。実際，両企業のうち，ユニリーバ

の方が歴史的にも現在においても，新興国（ア

ジア）での売上の比重が高い。ユニリーバがす

でに 20 世紀初頭からアジアに活発に展開してい

たのに対して，後述するように P&G がフィリピ

ン・日本を除くアジアに本格展開を始めるのは，

1980 年代のことである。2015 年現在においても，

P&G の全売上 763 億ドルのうち 34％がアジア・

アフリカ・中近東・南米からであるのに対し，ユ

ニリーバは 533 億ユーロ（約 7兆 4600 億円）の

うち，アジア・アフリカ・中近東だけで 42.1％を

占めており，新興国全体の売上はユニリーバ全社

の売上の 58％を占めている（表１）。

　

１．海外流通チャネルと国際マーケティ
ング

　詳細は別稿に委ねる予定であるが，事例分析の

視点となる流通チャネルと国際マーケティングの

視点について，本稿では手短に述べておきたい。

　まず，本稿で取り上げる 2つの企業は，石鹸，

洗剤など「最寄品」と分類される商品を取り扱っ

ている。こうした業種では，数多くの小売店頭に

商品が並ぶ，ないし密度の濃い（dense）チャネ

ルを構築することが原則必要とされる（２）。独立

卸・小売と取引する開放的チャネルはこのような

高密度のチャネル構築に相応しいが，高い水準で

のコントロールとは両立しにくい。ただし，最寄

品を扱う場合であっても，製造企業は自社商品の

販売を拡大するために，積極的に卸・小売に働き

かけ，資本統合も進めていくことがある（３）。ユ

ニリーバ，P&G の事例においても，アジア各地

においてチャネルの密度とコントロール・統合を

どのようにバランスさせていったのかを知る必要

がある。

　次に，国際マーケティング論では，多国籍企業

によるマーケティングの統合・調整の手段とし

て，世界各国で同一のマーケティングを行う「標

準化」と各国事情に対応する「適応化」をめぐっ

て，様々な論点が出されてきた。「標準化」「適応

化」論争は，当初は単純な 2律背反から始まった

が，両者をどのように高次に達成していくかに内

容が移り，さらに製品開発やイノベーションの組

織研究との関連を探るものへと発展している（藤

沢 2012，諸上 2012，大石 2013）。他方，本稿の

焦点である流通チャネルそのものの標準化／適合

化についての研究は，従来手薄であった。だが，

欧文ジャーナルでは当該テーマに関連する論文が

表１　ユニリーバ、P&G の地域別売上高

注）ユニリーバは2002 年以降、地域別売上のカテゴリーを大括りにし、ヨーロッパ、アメリカ
大陸、アジア・アフリカ・中近東の３地域別の売上高のみしか公表していない。代りに、2015
年には新興国における売上が全社の58％を占めたと公表している。
出所）各社アニュアルレポートでの公表数値に基づく。

ユニリーバ P&G

年 1991 2001 2015 1991 1999 2015

売上高（百万ドル） 40,767 43,954 59,112 27,026 38,125 70,749

地域別
売上

（％）

ヨーロッパ 56 39 25.4 28.6 31.2 26

北米 21 26 32.5
（南米含む）

56.5 49.8 40

アジア・中近東・
アフリカ・南米

23 35 42.1
（南米除く）

17.3 17 34

差引 -2.4 2.1
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徐々に登場している。Dimitrova and Rosenbloom 

（2010）は，マーケティング・ミックスの標準化

／適合化問題に関する既存研究の豊富さに比べ，

流通チャネル自体の標準化／適合化に関する考

察が少ないことを指摘し，流通チャネルの標準

化が，他の 4P 要素である製品，価格，プロモー

ションに比べ，文化的・制度的理由により困難

であることを指摘した。Griffith, Hu, and Ryans 

（2000）や Shoham, Brencic, Virant and Ruvio

（2008）は，標準化／適合化の「プロセス」と

「プログラム（結果）」を区別し，「結果の標準化

か適応化は問題ではなく，プロセスの標準化（公

式化）がなされていないことが問題」とし，異文

化における本国式とは異なる流通チャネル構築プ

ログラムの必要性を提言した。このほか，Dong, 

Tse and Hung（2010）は，製造業者のチャネル

戦略と物流業者が現実に担っている役割の適合性

に注目している。これらの欧米のジャーナル論文

は，概念的議論あるいは定量データによる分析を

行っているが，定性的方法をとる本研究に対して

も有用な視点を提供している。

　以上のような，最寄品に適した流通チャネル，

および流通チャネルの標準化と適応化という論理

を踏まえ，以下ユニリーバ，P&G のアジア展開

の事例を取り上げる。

２．ユニリーバのアジア新興国マーケティ
ング

（１）ユニリーバのアジア展開の歴史

　周知の通り，ユニリーバは 1929 年に英国リー

バ・ブラザーズ社とオランダのマーガリン・ユニ

の統合によって成立した。このうち，リーバ・ブ

ラザーズ社は，1885 年の創業後，海外市場にも

積極展開し，早くからヨーロッパ大陸や北米市場

に打って出ただけでなく，20 世紀初頭にはイン

ド，タイ，インドネシア，中国に石鹸輸出を開始

し，日本でも 1913 年に尼崎で硬化油・石鹸・グ

リセリンの生産を開始する一方，石鹸原料油脂の

パーム油を求め，コンゴ，西アフリカ，ソロモ

ン諸島に進出した。オランダ側のマーガリン・

ユニ，及びその前身であるユルゲンス（Jurgens）

社とファン・デン・ベルフ（Van den Berghs）社

も，油脂原料の調達およびマーガリンの輸出を

行っていたが，後述するようにアジア地域での石

鹸などの販売活動は限定的であった。1929 年以

降のユニリーバの海外進出先はインド，インドネ

シア，タイ，中国，日本，アルゼンチン，ブラジ

ル等の主要国に及び，その活動の地理的な広がり

は，当時のほとんどの欧米企業を凌駕するものと

なっていた。

　ユニリーバの発展途上国への製品投入の方針に

ついて，Jones （2005）は，各国の所得水準の上

昇と共に，製品のポートフォリオを深化させてい

く」（４）特徴があったと指摘している。すなわち，

欧米のブランドや製品を，新興国でも所得水準が

上昇し，市場機会があると十分に認められた段階

で初めて投入するというものである。たとえば所

得の低い国では，洗濯に使用する製品として，ま

ず固形石鹸から投入し，だんだんとペースト状，

粉末状と水準を上げ，そして最終的には液体洗剤

と柔軟剤を投入する。この方針は，ユニリーバの

現地適応型マーケティングの特徴をよく示してい

るが，後述するように，時として競合他社に新製

品投入の先手を打たれる可能性も併せ持ってい

る。

（２）インドにおける流通チャネル構築

　インドを抜きにしてユニリーバのアジア展開を

語ることはできないほど，同国はユニリーバの重

要な拠点である。ただし，ユニリーバのインド展

開については先行研究（５）もあるので，本稿では

同社のインドでの歴史そのものを詳細に論じるこ

とはせず，流通チャネル形成の歴史に絞って述べ

ることにする。

　インドにおけるユニリーバの強みの一つは，徹

底して現地に根差したマーケティングである。そ

して，インドにおける流通チャネル構築の源流

は，アジアに手広く石鹸を輸出していたゴセージ

社（W. Gossage and Sons Ltd.）の流通チャネル

にある。1917 年から 19 年にかけて，リーバは，

ゴセージ社とクロスフィールド社（J. Crosfield 
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and Sons Ltd.）という，2つの英国の石鹸企業を

買収した。Fieldhouse（1978）によれば，リーバ，

クロスフィールド，ゴセージ 3社のうち，ゴセー

ジはインドでの最も主要な石鹸輸出企業であり，

ゴセージのみがインド国内に自前の事務所とデポ

（depot：倉庫業者）を有していた（６）。ゴセージ

のデポは全国各地に張り巡らされており，イギリ

スから直接商品が運ばれ，現地の商人は，ゴセー

ジのデポに対して現地通貨ルピアで支払い，即

座に商品を仕入れることができた。これに対し，

リーバ，クロスフィールドは，一般的な卸売業者

を通した流通を行っていた。こちらは，多数の卸

売企業と大量に商品を取引する，典型的な開放的

チャネル政策を採用していた。

　リーバ，クロスフィールド，ゴセージの 3社

は，買収後も当面の間，別組織として運営されて

いたが，ユニリーバ本社の検討の末，「ゴセージ

方式」への統一が決定した。同方式のメリットで

ある，デポから現地代理店への迅速な商品供給が

可能であることが，デメリット，つまりコストが

嵩むこと，具体的には，デポに在庫が積み上がる

可能性があり，本社がその在庫コストを負担しな

ければならないことを上回る，と判断されたから

である（７）。このデポ方式の下で，ユニリーバは，

多数の独立卸売業者と取引する代わりに，リー

バの販売員の監督下，地域の専属ディーラーの

ネットワークを利用することができた。そして，

1933 年の Lever Bros（India）設立を機に，イン

ド全土の販売方式は，ゴセージのデポを中心とし

たチャネル管理方式に正式に統一された。自社デ

ポはその後もインド国内で存続するが，次第に，

独立した運送代理業者（carrying and forwarding 

agent: CFA）に置き換えられている。一方，後述

するように，東南アジアや中国アジアでも進出当

初はデポ方式が各地でのチャネル構築の起点と

なった。

　東南アジアや中国でのその後の展開は後述する

として，まず，その後のインド国内での流通チャ

ネルの様子をみよう。

　1960 年代のヒンドゥスタン・ユニリーバ（以

下 HUL）の経営幹部は「マーケティングは同社

の最も重要な強みの一つ」と認識しており，特に

流通チャネルを重視していた（８）。この時期，同

社の農村部における売上は上昇しており，1954

年時点で，HUL は 3,800 万人の人口を持つ 1,400

拠点の都市・農村を掌握していたが，1961 年に

は，その掌握範囲は 9,100 万人からなる 6,500 の

拠点となっていたのである。このように販路が拡

図１　HUL の流通チャネル

出所）Ranganand Rajan （2007）, Hindustan Unilever Limited （2008）に基づき筆者作成。
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大した理由は，従来のやり方では，農村部の小売

業者が卸売業者に調達に来るのを待っていたのに

対して，「ストッキスト（stockist）」と呼ばれる

配送業者を利用し，都市近隣の農村部の小売業者

に対して直接売り込みをかけるようにしたからで

ある。この方式は一定の効果をもたらしたが，そ

れでも都市近隣以外の農村部に対するアクセスに

は限界があった。ストッキスト方式は，特に，人

口やビジネス機会が制限されている農村部での展

開に限界があった。この問題を克服するために，

HUL は 1997 年に地方の卸売業者の中から地域

卸売業者（rural distributor：RD）とスター・セ

ラー（star seller）を選抜し，オートバイやリキ

シャによって農村の小売業に配送させる方式を採

用した（９）。

　2000 年代以降も，都市部においては，HUL の

商品は，インド内の各生産工場から，実写倉庫で

あるデポ（depot）もしくは運送代理業者に配送

される仕組みを続けている（10）。デポないし CFA

は各州に少なくとも一か所，大きな州では複数

あり，2007 年時点では全国 35 か所に存在した。

CFA は，保管・配送を受け持つ独立専業業者で

あり，保管・配送業務の見返りとしてユニリーバ

から運営費を得ている。各町では，ユニリーバと

専属契約した約 7千人（2004 年時点）のストッ

キストが，デポないし CFA から受け取った商品

を卸売業者，場合によっては小売業者に販売す

る。卸売業者は独立した現地の商人であり，各地

域の現地の事情に精通している。彼らは現金で商

品を仕入れ，倉庫に保管し，規則的に流通させ，

小売業者に掛け売りをする。ストッキストや卸売

業者とは別に，リーバは数百人の販売員とスー

パーバイザーからなる自前の販売部隊を持ってお

り，彼らは，商品の種類や拠点の規模に応じて，

4 ～ 8週間に 1回のペースで，ヴァンによって小

さな村や近隣の村を巡回している。これらのチャ

ネルを通じて，インド国内の数百万店の小売店と

取引を行っていた。

　一方，農村部では，先述の RD およびスター・

セラー方式により，新たにインドの全農村のう

ち約 10 万拠点の農村（2億 2千万人相当）を新

たに開拓していたが，残る約 50 万拠点の農村に

対しては，その多くが小売店すらないこともあ

り，依然としてアクセスできなかった（11）。そこ

で，HUL 社内の新規事業部の提案により，2000

年，農村部の自助グループから資金を借り入れた

女性をパートナーとし，販売を委託する方式を採

用した。これが，Prahalad and Hart（2002）にお

いて言及されて以来，BOP ビジネスの事例とし

て著名になった「シャクティ・プロジェクト」で

ある。HUL は 1万 2千人の「シャクティ」を採

用し，「シャクティ」によって新たに開拓された

農村数は，約 5万（2004 年），約 10 万（2006 年）

と急速に増加することとなった。

（３）インドネシア展開

　本節では，まず，インドネシアにおけるユニ

リーバの略史を紹介する。インドネシアがオラン

ダの植民地であったために，インドネシア市場に

先鞭をつけたのはユニリーバのオランダ側の前身

であるユルゲンス社やファン・デン・ベルフ社が

ではないかと一般的には想像されがちであるが，

この通念は Fieldhouse（1978）によって明確に

否定されている（12）。1870 年代，オランダ東イン

ド会社（Dutch East Indies）が国有コプラ園を買

収して以来，2社のオランダ資本はインドネシア

から原料油脂を輸入していた。だが，販売市場と

してみると，ユニリーバ成立直前，リーバ・ブラ

ザーズによるインドネシアへの石鹸輸出量は，オ

ランダ資本による同国へのマーガリン輸出量をは

るかに上回っていたのである。ユニリーバの誕生

とともに，同社のインドネシア子会社が成立し，

1933 年，ジャカルタのバーソープの生産工場に

よる現地生産を開始した。1942 年から 45 年まで

日本軍占領による接収を経て，1957 年，インド

ネシア政府によってユニリーバは国有化され，オ

ランダ人は退出することとなった。1964 年，ス

カルノはユニリーバを含む外国人企業を政府の監

督下におくこととし，同年 12 月，ユニリーバの

操業は完全に政府の監督下におかれ，政府の官僚

が同社の操業を取り仕切ることとなった。1967

年，スハルト体制の下で，ユニリーバは再びイン
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ドネシアの関連設備に対する経営権を取り戻し

た。1980 年，インドネシアにおけるすべてのユ

ニリーバ関連会社は PT Unilever Indonesia（UI）

として再編成された。翌 81 年，UI はジャカルタ

証券市場に上場することとし，920 万株（総発行

数の 15 パーセント）を現地資本家の所有に委ね

た。残る 85％はオランダ資本である。

　さて，インドネシアは東南アジアの中でも貧富

の格差が多く，市場は多数の島嶼部によって分断

されている。このような地でのユニリーバのマー

ケティングの強みは，「外島」部，すなわち首都

ジャカルタの存在するジャワ島以外の島嶼部に強

い点にある。インドネシアでは，販売力を測る指

標として，しばしば売上高の「外島・内島比率」

が用いられる。外資系企業の売上の多くが所得手

準の高い内島に偏っているのに対して，インドネ

シア・ユニリーバでは，伝統的に外島・内島比率

は，ほぼ両方の人口と比例し，5：5となってい

る。Fieldhouse（1978）によれば，1955 年から

56 年にかけてのユニリーバの洗濯用石鹸の売上

は，ジャワ島で 42％，他の島嶼部が 58％となっ

ており，すでに外島に強いことが明確になってい

た（13）。島嶼部の住民は低所得の農民，漁民など

であり，「地方や農村に強い」という構図はイン

ドでのユニリーバと共通するものである。では，

ユニリーバなぜ外資系企業にも関わらず，地方，

農村向け，もしくは中低所得層向けに強いマーケ

ティング力を構築することができたのだろうか。

　この問題を解くため，流通チャネルの形成の歴

史を見ていく。1910～20 年代のリーバ・ブラザー

ズは，商品を流通させるのに複数のヨーロッパ系

代理商人に大きく依存していてが，他方，クロス

フィールドとゴセージは，取引代理店を一店にと

どめ，しかも商品所有権を移転しないブローカー

としての取引にとどめるなど，代理店への依存を

最小限に止めていた（14）。しかし，島嶼部が複雑

に入り組んだインドネシアでは，流通の問題は非

常に大きく，ゴセージでさえ，自前のデポを維持

することに苦心していた。

　インドの場合と大きく異なり，リーバ，クロ

スフィールド，ゴセージ 3社統合後も，ユニ

リーバは自前の流通チャネルを構築しなかった。

1960 年代になっても，インドネシアにおけるユ

ニリーバの取引はヨーロッパ系の 5つの大手貿易

商人（15）に依存しており，これらのヨーロッパ人

商人はインドネシアの輸出入業務をほぼ独占する

存在でもあったのである（16）。ユニリーバが流通

チャネルの改革に踏み切る契機は，インドネシア

の場合，外圧であった。スカルノ政権下のイン

ドネシア政府は，反オランダ政策の一環として，

1956 年，外国人代理商人との取引からインドネ

シア人の中間業者との直接取引に転換するよう，

ユニリーバに対して圧力をかけた。これを受け

て，ユニリーバは翌年から次第に 5大代理店を通

じた取引を廃止し，デポからインドネシア人の卸

売業者との直接取引へと転換していった。島嶼部

によって分断された市場が，同社の活動をやりに

くくしていた。

　1970 年代半ばなると，ユニリーバはインドネ

シアにおけるヨーロッパ系貿易会社との取引を完

全に廃止し（17），自前の販売チームを編成すると

同時に，ディストリビューター（卸売業者）（18）と

の取引を増やし，販売ネットワークを構築して

いった。しかし 1980 年代においてもユニリーバ

自身の輸送手段は脆弱だった。ユニリーバは自前

のトラックと船舶を所有することはできたが，外

国企業であるがゆえに，専業輸送業者との取引は

禁じられていた（19）。そのため，ユニリーバから

デポまで荷物を積み運送したフリートや船舶は，

帰着時には荷物を空にして戻ってくるという，非

効率な状況に甘んじなければならなかった。1980

年代になっても，ほとんどの商品は旧式の老朽化

した木製ボートで運ばれており，到着時には破損

していることが多く，しかもしばしば遅れて到着

した。このようにインドネシアの分散した国土

への流通に非常に問題がある中で，デポ（depot）

の存在は意味があった。というのも，デポのセー

ルス・マネージャーは，デポから商品を仕入れる

ディストリビューターに対する援助や助言，セー

ルス・プロモーションを行う小売業者に対しても

店頭での陳列に関して助言を行う存在となったか

らである。
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　このように流通網は不完全で様々な面を抱え

ていたが，島嶼部（外島部）への販売を実現す

る経路としては機能していた。1980 年代に同社

が取り扱っていた製品も，地方や農村部の一般大

衆に多く用いられていた（20）。石鹸・洗剤分野で

のユニリーバの主要製品は，粉末洗剤「リンソ

（Rinso）」，石鹸「ラックス（Lux）」「ライフブイ

（Lifebuoy）」 であった。リンソは，市場での地位

を確立していたが，粉末であるがゆえに，家庭で

の洗浄の際に，流し台とボールを使うことができ

るやや所得の高い家庭で用いられていた。価格面

では，中間層が増え始めていたとはいえ，洗剤に

日常的に支出する余裕のある国民は少なかった。

リンソであっても，45 グラムの使いきりサイズ

にとどめられていた。インドネシア人のほとんど

は，彼らの使用環境においては粉末状の洗剤より

も実用的な，現地産のペースト状の洗剤を使って

川で洗濯していた。

　ユニリーバの商品構成にとって大きな影響を

与えたのが，以後，インドネシア，マレーシア，

フィリピンなどで庶民向け洗剤の主流となった固

形デタージェント・バーの投入である（21）。ユニ

リーバの研究によって，硬い石鹸上の洗剤（デ

タージェント・バー）は，インドネシア人庶民の

使用環境でもペースト状のものよりも効果的であ

り，価格面でも高くないことが明らかになった。

乾燥塔が必要とされないので，粉末状のものより

も，30％程度安価に製造することができたのも，

好都合であった。こうして投入され，ブランド名

はインドネシア語で「超・泡」という意味を持つ

「Super Busa」とされ，一般的に泡立ちは洗浄力

の強さに直結するというインドネシア人の通念に

訴えた。

　このように分断された市場を統合する存在とし

て，広告宣伝は重要である。実際，ユニリーバは

テレビによる広告に大きく依存していため，1981

年 4 月 1 日以降，インドネシア政府によりテレビ

公告が禁止されたことは大きな痛手であった（22）。

読み書きができない国民が多く，しかもヨーロッ

パのブランド名はインドネシア人には発音困難な

ので，商品の視覚的な映像は非常に重要であっ

た。その商品がどんなもので，どのようにして使

うのかについて，消費者は誰かに教えてもらう必

要があった。この時期に代替措置として，ユニ

リーバは，100 万枚の特別なパンフレットを発行

し，石鹸や家庭用洗剤の使い方をデモンストレー

ションした。同様な方法を，ポスター，料理本，

料理コンテストにおいて，マーガリンのプロモー

ションを行い，「サンシルク」の美容コンテスト

も同様であった。

　以上が 80 年代までの状況である。1997 年の通

貨危機を経て，2000 年代以降のインドネシア市

場は諸外国から注目される消費市場となり，流

通近代化もかつてない勢いで進んでいる。では

2000 年代の状況はどうなったのか。

　結論からいえば，インドネシアにおいては，ま

だまだ伝統的流通の勢力が強い。2000 年代のユ

ニリーバの売上高の 80％は，依然として大規模

から中小規模までにまたがる伝統的な個人商店

（ゼネラル・トレード）であり，20％はカルフー

ル（Carrefour），ヒーロー（Hero），インドマー

ト（Indomaret）のような，ハイパーマーケット

もしくはスーパーマーケットなどのモダン・ト

レードである（23）。モダン・トレードに対しては，

マーケティングの専門知識を持つユニリーバの

専属スタッフが直接商談を進める。ゼネラル・

トレードに関しては，推定 55 万店の零細小売業

者が直接取引しているほか，385 店のディストリ

ビューターあるいはスーパーマーケットを介し

て，推定 180 万の零細小売業者と間接的に取引し

ている。直接もしくは間接的に取引している零細

小売業者の多くは，「ワルン（warungs）」と呼ば

れる家族経営の小規模店や，都市にも地方によく

見られる屋台を営んでいる。ディストリビュー

ターは，平均 25 － 60 人程度と小規模であり，独

立的ではなく，むしろユニリーバに依存したパー

トナーになっている（24）。さらに，自ら商品にア

クセスできない消費者に届かせるため，独立事業

者である 1,267 人（2004 年当時）の SDKs（Sub-

Distributor Kecamatan）を使用し，へき地への販

売を図っている。これは，ユニリーバによって創

始された，インドにおけるシャクティに相当する
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「マイクロ流通システム」である。SDKs は独立

した企業家であり，ユニリーバのビジネスパート

ナーであり，マージンと売上高に対するボーナス

インセンティブが保証されている。SDKs のメン

バーは，少なくとも中等教育以上の教育を受けて

おり，以前は熟練労働者であり，経済危機によっ

て職を失った者が多い。夫婦に加えて 1名の従業

員というのが平均的な構成であり，しばしば家族

の一員である。

　このように，インドネシア市場は，近代的流通

業の登場によって変化しつつあるとはいえ，多数

の島嶼部によって分断された市場である。ユニ

リーバが，外島，すなわち島嶼部に強い理由は，

70 年代以降，多数のインドネシア人の専属商業

者であるディストリビューターを起用した流通

チャネル政策にあった。このようなチャネル展開

を，中間価格帯から大衆層をカバーする低価格帯

まで揃えた製品ラインナップと，きめ細かな広告

宣伝戦術が補完してきたということができる。

（４）タイへの進出

　リーバ・ブラザーズがタイ王室の許可により石

鹸輸出を開始したのは，1900 年のことである（25）。

1932 年，リーバ・ブラザーズは石鹸と蝋燭の製

造を開始し，特に「サンライト」は競合相手が粉

末洗剤を発売するまで，幅広く洗濯用に用いら

れる石鹸となった。1962 年に NSD 粉末洗剤「ブ

リーズ」を導入し，同製品と化粧石鹸の売上は

徐々に上昇したが，70 年代末には成熟が明らか

になってきた。そこで，1978 年，同社は歯磨き，

シャンプー，各種洗浄剤のようなパーソナルケア

製品へと製品ラインを多様化させた。グローバル

市場でのチーズブロウ・ポンズの買収はタイ市場

にも直接的な影響をもたらし（26），スキンケア製

品の急速な売り上げ拡大をもたらした。 1979 年，

ムンブリに大規模な工場を設置し，1980 年から

85 年にかけて低コストの生産拠点の確立を目論

んでパーソナル製品，洗剤，アイスクリームの生

産を集約させた。シャンプーについては，1985

年に「サンシルク（Sunsilk）」が花王の「フェ

ザーシャンプー」からシェアを大幅に奪取し，市

場リーダーの地位に就いた（27）。

　タイの増加する人口と経済成長により，特に

バンコク首都圏の消費者は洗練された商品を好

むようになってきた。1979 年から 95 年までタイ

のユニリーバの代表取締役であったバイロート

氏（Viroj Phutrakul）は，2つのまったく異なる

分断された市場への対応が，タイにおけるマーケ

ティングの最大の課題であったと述べている（28）。

洗練された消費習慣を持つ中間層を有するバンコ

クでは，積極的なマーケティングにより，複数

の競合相手と競争しなければならなかった。他

方，地方の人口のほとんどは農民であり，可処分

所得は少なく，売り上げを伸ばすには流通チャネ

ルが決定的に重要であった。ただし，広告の観点

では，この 2つの市場に同時に対処するのは，外

から想像されるほどには困難ではなかった。テレ

ビ広告は 1980 年代初頭からバンコクでは利用可

能となった。同時期に，地方では，当時タイ人の

85％が所有していたラジオが広告媒体の中心のも

のとなっていた。広告キャンペーンは，テレビと

ラジオで同じコンセプトで行われており，ラジオ

での宣伝では，消費者を商品に親しませるため，

商品の使用方法により多くの時間を割くようにし

ていた。その後，TV 広告が全国に行き渡るよう

になると，広告投資を回収するためにも，全国規

模の流通チャネルを強化することは必至となっ

た。

　さて，タイにおけるユニリーバの特徴は，バン

コク首都圏と地方・農村部で異なる流通チャネル

の構築にある。後者については伝統的流通との共

存が不可欠であり，先述のバイロート氏は，「地

元の案内人を雇わない人間は，地の利を生かすこ

とができない」と孫氏の兵法を引用しつつ述べて

いる（29）。

　タイにおいてリーバは，ゴセージを源流とする

自社倉庫（デポ）を中心とするチャネル政策を長

年展開していたが，1960 年代以降は「ストッキ

スト」という名称の倉庫運営業者に倉庫の設置・

運営を任せ，商品の配送・販売・会計はユニリー

バが担う（30）という，半委託・半統合方式が主体

となった。さらに 90 年代初めには，より外部委
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託の性格が強い「コンセッショネア」方式を起用

した。各地域のコンセッショネアは自前の倉庫や

ヴァンを持ち，商品の保管，販売，配送，会計に

関わるすべての業務を請け負った（31）。コンセッ

ショネアは独立した事業家であり，旧ストッキ

スト経験者もいるが，新規に加盟者が広く募集

されて加わっている（32）。コンセッショネアは次

第に拡大し，95 年に 40 店，2006 年に 60 店，取

引零細小売店は 4万店から 20 万店に拡大した。

情報システムの導入も積極的に行い，COINS

（Concessionarire Information System）と呼ばれ

る情報システムによってユニリーバ本社と接続

し，受発注を緊密に行っている（33）。

　興味深いことに，日本の花王がタイに持ち込

んだ濃縮型洗剤「アタック（Attack）」の攻勢は，

ユニリーバ内部では「苦痛だが必要な教訓」とし

て詳しく記されている（34）。1989 年，花王が「ア

タック」を投入すると，伝統型洗剤の「Breeze」

のシェアは急激に低下した。ユニリーバは，ア

タックの成功理由を，製品の効能が優れていたこ

と，消費者が新奇性を受け入れたこと，広告の訴

求力の強さ，の 3点を挙げた。ユニリーバは，タ

イでの製品戦略を転換し，イノベーションの成

果を積極的に移転することにし，洗剤のポート

フォリオを修正した。「Breeze」については，従

来の立ち位置である，しみ除去性能を維持した上

で，1992 年に「Omo（オモ）」を漂白作用のある

ブランドとして導入し，さらに，濃縮洗剤で最も

性能の良い「Breeze excel」と色落ちがなくカラ

フルな衣料の選択に適した「Breeze Color」，急

成長していた液体洗剤市場向けに「Breeze Color 

Liquid」を導入した。製品ラインの拡充により，

1995 年，濃縮洗剤市場は洗剤市場全体の 4割を

占めたが，「Breeze」と「Attack」がおよそ 40％

ずつのシェアを分け合い，2トップとなった。他

方の在来型洗剤では，相変わらずユニリーバの独

占的地位は続いたので，ユニリーバはタイの洗剤

市場を最終的には守り抜いた。

　タイにおける「アタック」との競争の経験は，

新興国においても，まさに消費者がそれを受け入

れようとしているタイミングで，最新のイノベー

ションの成果をためらわずに投入すべきという教

訓をユニリーバにもたらした。この経験は，国民

の経済水準の向上に見合って，ゆっくりと高度な

製品を投入していくという，従来のユニリーバの

製品投入方針に対しても，見直しを投げかけるも

のであった。

（５）中国進出

　中国におけるユニリーバの歴史は長い（35）。

リーバ・ブラザーズは 20 世紀初頭に中国への石

鹸輸出を開始していた。1912 年の中国において，

リーバはイギリス製の輸入石鹸の 3割を占めてい

たが，残る 7割を握っていたのが石鹸輸出商のゴ

セージ（Gossage）社であった。1914 年，まずゴ

セージ社がクロスフィールド社と共に共同会社

を設立し，さらに 1923 年，リーバがチャイナ・

ソープ・カンパニー（China Soap Company，中

国名：中国肥皂有限公司）を設立，中国における

ゴセージ，クロスフィールド，リーバののれんと

商標権を統合し，1925 年には上海新工場で石鹸

製造を開始した。この 3社統合による成立の歴史

は，インドの場合と類似している。

　第二次大戦前のユニリーバは，中国，特に上

海地域における石鹸産業の中心的存在となった。

「力士（Lux）」や「阳光（Sunlight）」のような

高級化粧石鹸と共に「卫宝（Lifebuoy）」のよう

な一般的な化粧石鹸を製造した。本社の事務所

は，上海共同租界のバンド地区に位置しており，

37 年の日中戦争突入後も活発な生産販売活動を

続けたが，1941 年の太平洋戦争勃発により，日

本軍が租界を接収したため，派遣者は一時帰国

し，以後は中国人によって経営されるのみとな

り，経営状態も悪化した。第二次戦後の共産党

政権成立後も，経営状況は極めて悪く，1951 年，

中国におけるユニリーバの事業はいったん廃業と

なった。

　1986 年，ユニリーバは上海石鹸工場と共に

「上海リーバ（上海利华有限公司）」を設立し，

中国への再進出を果たした。1980 年代のユニリー

バの売上は，外貨両替の可能であった中部および

北部に集中しており，広告については，地方のテ
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レビ・雑誌向けの展開を広げつつあった。流通経

路は大きく 3つに分かれていた。第一は，当時の

売上の 50％以上を占めていた国営・省営の大規

模卸売業者であり，ユニリーバは国営・省営の卸

売業者を通じて，全国の二次卸売業者・小売業者

に商品を流通させていた（36）。なお，第二は非排

他的流通業者への流通，第三は小売店への直接販

売である。

　このような長い歴史にもかかわらず，インドや

東南アジアでのユニリーバの圧倒的な強さに比

べ，中国での存在感は控えめである。約 1999 年

には，P&G の中国での売上約 10 億ドルに対し

て，先行したユニリーバの売上は約 3億ドルとい

う状況にあった。ただし近年は中国への投資は

強化しており，86 年の設立以来約 2億ドルを投

じ，2002 年に合肥，2012 年四川に大工場を建設

し，2000 年に上海に設立したリサーチセンター

も，2009 年以降，グローバルリサーチセンター

として機能強化している（37）。

　ユニリーバの中国でのプレゼンスが低かったこ

との流通チャネルの面での原因としては，国営・

省営卸の衰退という中国流通全体の事情のほか

に，ユニリーバ独自の要因として，多数の合弁会

社の併存状況が長く続いたことが挙げられる。ユ

ニリーバは中国進出にあたり現地企業との合弁形

態をとり，1997 年の時点では，「上海ボンズ（上

海旁氏有限公司：1989 年設立）」や「Wall’s 中国

（和路雪（中国）有限公司：1993 年設立）」を始

めとして，ブランドや地域ごとに 11 の合弁会社

を持っていた。合弁会社形態による進出の狙い

は，他社に先駆けた進出を心掛けたためである。

合弁会社設立により，中国の商業や政府との直接

的なコンタクトを獲得し，生産工場や，名の通っ

た現地ブランドをいち早く手に入れることができ

た。しかし逆に，この合弁会社方式が，ユニリー

バの強みであるチャネル構築の足かせにもなっ

た。

　ユニリーバは，当初，中国現地の企業家の知識

や経験を活用するため，同社がインド，インドネ

シアやベトナムで構築したのと同様な物流網を構

築しようとした。そのやり方とは，要するに，独

立流通業者をある地域の販売・物流担当として割

り当て，教育訓練や金銭的インセンティブによっ

て，彼らの販売努力向上を促す仕組みである。ユ

ニリーバの記録によれば，合弁相手の狭いネット

ワークに頼る状況が続いたため，中国ではユニ

リーバの特徴である上記の仕組みを構築すること

ができなかったとされる（38）。まず，合弁パート

ナーの現地系企業では，セールスマンのほとんど

が本店から移動したがらず，地方に派遣するのが

困難であった。加えて，人口百万人を超える都市

が 30 都市以上もある広大な中国市場に地方への

チャネルの拡大を図るため，ユニリーバは各合弁

会社の販売部隊を統合し，経営資源の共有を図ろ

うとしたが，パートナーの反対により，チャネル

へのテコ入れは失敗に終わった。1999 年，上海，

「ユニリーバ中国（中国名：联合利华股份有限公

司）」設立により，上海リーバ，上海ボンズを含

む 4社を統合し，中国事業をパーソナルケア，食

品，アイスクリームの 3本柱として再編し，この

ような分断状況は次第に改善に向かっている。

（６）ユニリーバのグローバル展開と流通チャ

ネル戦略

　以上の各子会社の事例により，ユニリーバの流

通チャネルには，アジア間で重要な共通点がある

ことが明らかになった。すなわち，どの国でも共

通して，独立流通業者をある地域の専属販売・物

流担当として割り当て，このような専売業者網を

全土に張り巡らせ，教育訓練や金銭的インセン

ティブによって，彼らの販売努力向上を促す仕組

みを取っていた。流通チャネルにおいては現地流

通業者との排他的契約によるストッキストの活用

は，各国共通であった。次に，インドやインドネ

シアの島嶼部で採用された農村企業家のマイクロ

ディストリビューターとしての活用は，本稿では

詳述しなかったが，バングラディシュ，スリラン

カ，ベトナムでもみられる（Singh, 2015）。さら

に，どの国においても，ユニリーバは幅広い製品

ラインと価格帯を用意し，積極的な広告宣伝キャ

ンペーンにより全国展開を行っている。このよう

に，現地適応型といわれてきたユニリーバのマー
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ケティングは，必ずしも現地ごとに異なる対応を

行っていただけではなく，国毎の共通性も多く見

られるのである。もちろん，ユニリーバは現地独

自ブランドを有しているし，流通チャネルには共

通点だけでなく，各国の経済状況に応じた多様性

も見られる。では，このようなアジア内での流通

チャネルおよびマーケティングの多様性および共

通性は，いかなる理由によって生じたのだろう

か。

　長期的視点から見ると，ユニリーバのアジアで

のマーケティングは，1930 年代以前の標準化の

時期を経て，30 年代から 80 年代半ばまでは現地

適応化の傾向が強い時期となり，90 年代以降は，

現地適応の方針を維持しつつも，標準化の傾向が

再び強まっているといえる。

　その第一の理由は，これまで見たように，アジ

アを跨いだ販売方式を採用した歴史を背景に持っ

ていたことである。インド，インドネシア，タ

イ，そして初期の中国において，現地流通チャネ

ルの源流は，リーバ・ブラザーズら英系 3社の販

売方式，特にゴセージの自社倉庫を中心とする輸

出販売組織にあった。ゴセージ方式は歴史の中で

各国の事情に応じて修正され，最終的には多様化

していった。

　第二に，ユニリーバの新興国におけるビジネス

モデルは，高価格帯から低価格帯に至る幅広い商

品ラインナップを揃えた上で，大量に広告宣伝費

を投入し，零細小売店から近代小売業までの幅広

い流通チャネルを通じて全土に商品を張り巡らせ

るというもので，これは各国に共通している。こ

のビジネスモデルを実現するため，各国の流通

チャネルは各国の所得水準や流通の事情に応じて

多様性を持ちつつも，共通性を持つものとなって

いた。

　第三に，ユニリーバの現地適応型マーケティ

ングの組織的背景になっていた「海外委員会

（Overseas Committee）」方式の定着と変化があ

る。海外委員会はユニリーバの成立以来続いてい

た組織であり，委員会方式のもとで，親会社が各

子会社の経営の事情に深く関与しない現地委任

型の経営が長い間定着していた。だが，1986 年

の UACI 設立を機会に，翌 87 年から「委員会方

式」は廃止され，新しい海外事業の運営組織であ

る「地域グループ」方式が導入され，マーケティ

ング面でのグローバル標準化の圧力は強まって

いる。同方式のもとでは，海外地域運営グルー

プ（Overseas Regional Management Group） の

各地域統括責任者が，直接ユニリーバ本社の特

表２　ユニリーバのアジアにおける流通チャネル

インド インドネシア タイ

伝統：近代比率 1対9 2対8 4対6

自社倉庫もしくは専
属配送業者

デポ（自社倉庫）もしくは
C&FA（配送業者）35カ所

［当初はデポを使用、
後に廃止］

［当初はデポを使用、
後に廃止］

取引専属卸店数 ストッキスト（約7,000店）
ディストリビューター

（385店注１）
コンセッショネア

（40-60店）

取引一般卸店数
都市部（一般卸売業者：
7,500店）、農村部（RD）

3,000-4,000店

取引一般小売店数
約 630 万店の小売店と卸売
業者を介して取引 

約 55 万店の小売店との直
接取引、約 180 万店の小売
店とディストリビューター
を介した取引

約 20 万店とコンセッショ
ネア・卸売業者を介して取
引

取引マイクロ流通業
者数（農村部）

シャクティ（約12,000店） SDKs（1,267店注２） 利用なし

注１・注２）2004年当時の数値。
出所）Cray （2005）， Rangan and Rajan （2007）， 遠藤 （2010）， Unilever Magazine等に基づき筆者作成。
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別委員会（Special Committee）に報告する権利

と，利益管理の義務を負う（39）。地域は当初「中

南米・中央アジア（インド等南アジアを含む）・

南アフリカ」「アフリカ・中近東」「東アジア」の

3グループであったが，1998 年，「東アジア」グ

ループが，上海に拠点を持つ中国グループ（中

国・台湾・モンゴル）と，シンガポールに拠点を

持つ東アジア太平洋グループ（東南アジア・日

本・韓国）に分割され，4グループとなった。各

グループはロンドン本社にリエゾン・オフィスを

おき，自主性を保ちつつ，グループ間の知識の共

有に取り組んでいる。マーケティングについては

ロンドン本社からの各グループへの統制も海外委

員会方式の時代よりも強まっている。ブランド管

理についても，従来のように各地域のブランドマ

ネジャーに管理を委ねるだけでなく，全社的な

統合の動きが強まっている。2000 年 1 月，ユニ

リーバは「Path to Growth」という 5か年計画の

下，ブランド数を 1600 から 400 に削減する方針

を打ち出し，残ったブランドの中でさらに「マス

ターブランド」を選別し，グローバル・ブラン

ドとして育てていく方針を打ち出した。たとえ

ば，1957 年に米国から発祥し，「マスターブラン

ド」の一つとして指名され，グローバル・ブラン

ドとして成長していったのが「ダブ」であった

（Deighton 2008）。

３．P&G のアジア新興国マーケティング

（１）アジア進出の歴史

　P&G のアジア展開は，全般的にはユニリーバ

よりもかなり遅くスタートした。ただし，アジア

太平洋地域における最も古い子会社であるフィリ

ピン現地法人だけは，例外的に早くから設立され

ていた。1908 年，2 人の米国人兵士がマニラ・リ

ファイニング社（Manila Refining Company）を

設立したのが源流であり，1935 年，米国 P&G が

同社を完全所有子会社として買収，同社の極東で

の最初の製造拠点とし，新製造設備の導入，製品

ラインの拡張，広告活発化，代理店網による流通

チャネルの拡充を行った。同社のフィリピンでの

マーケティング展開は，典型的な米国流の延長型

マーケティングではないかとの予想を裏切り，意

外にも現地適応を行っている（40）。広告活動の面

では，P&G は，1950 年代から 60 年代にかけて

フィリピン企業として初めて，ダバオ，イロイ

ロ，ボコルド，ダグパンといった地方都市にラジ

オ放送局を設置した（Torre, 1989）。さらに 56 年

以降，地方の消費者の親近感を得るために現地語

による宣伝とコマーシャルを進め，一時は地方ご

とに 9つの言語を用いていた。流通面において

も，現地の流通業者と共同し，フィリピン全土の

零細小売店に P&G の製品を張り巡らせていた。

　さらに，極東地域の重点地域として，P&G

は 1972 年，日本サンホーム買収によって日本

進出を果たした。対日進出については，佐々木

（2007）を始めとする既存研究があるので，本稿

で大きくは触れない。重要な点とし P&G は当

初，米国流の延長型から出発したが，日本市場に

ついて学習し，ヤーガー（Durk Jager）が指揮を

執っていた時期に重大な修正を行い，日本の土壌

に合ったマーケティングに切り替えた。流通チャ

ネルに絞っていえば，対卸店政策の改革を行い，

比較的小規模で忠誠心の強い卸店を限定し，「戦

略的同盟」を図った。Dyer, Dalzell and Olegario

（2003）によれば，中国展開に際しても当初は，

日本市場での経験をアジアでの「方程式」とし

て，持ち込んだ面がある。ただし，日本というア

ジアの先進国モデルを，そのまま他のアジア諸

国に持ち込めたわけでは決してない。以下では，

P&G が「日本モデル」をどのように中国に持ち

込み，修正したのか，その観点から同社の中国展

開を述べていきたい。

（２）中国進出の再評価

　P&G の中国展開についての現在最も纏まった

信頼できる文献は，Dyer, Dalzell and Olegario

（2003）の中国に関する章である。しかし，同書

の記述は，2000 年代以降の P&G の中国展開にお

いて重要なポイントであった，中間層以下向けの

マーケティングの内容を必ずしも掘り下げていな

い。以下では，同社のケーススタディや中国語文
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献（北京大学，2009），李（2015）の流通チャネ

ルについての記述により補い，P&G 中国展開を

再評価していく。

　まず，中国進出の経緯については，所有政策と

立地展開の面から記しておく（41）。P&G は，1988

年に香港企業のハチソン・ワンポアと合弁会社

「P&G ハチソン・ワンポア（P&G Hutchison 

Whampoa）」社設立により中国に進出した。同社

の本社は，香港からの技術サポートや経営支援の

受けやすさの理由から，広州に位置した。広州石

鹸工場との合弁会社が設立され，シャンプーの製

造拠点となった。P&G ハチソン・ワンポアに対

する当初の P&G の所有比率は 69％であったが，

97 年に 80％，2004 年に 100％と順次引き上げて

いった。中国の広大な土地，行政単位毎に異なる

規制や異なる気候風土に対応するため，P&G は

当初は珠海デルタ地域（広州・香港周辺），黄河

デルタ地域（上海），環渤海地域（北京・天津）

に絞って展開した。1995 年，上海に子会社と工

場を開設。2005 年時点で子会社・工場が立地し

ていたのは，広州，上海，北京，成都，天津の５

拠点であった。さらに 2008 年までに，広東省東

莞 , 福建省南平に工場を加え，北京にテクニカル

センターを設立した。

　P&G の初期の中国展開の成功理由の一つとし

て，今まで良く指摘されてきたのは，参入初期の

製品選択，つまり中国現地企業と競合する洗剤事

業を当初は避け，ヘアケア製品から参入したとい

うことである（Dyer, Dalzell and Olegario, 2003, 

Jones, 2010, Enright,  2012）。確かに，1990 年代

の P&G の好業績は，中国現地企業に対し差別化

可能なヘアケアから参入したという点から説明で

きる。

　ただし，所期の成功は，あくまでも高価格帯製

品を富裕層向けに販売した結果であった。標的と

する消費者層の一層の拡大を目指すために，2000

年当時の P&G 本社の CEO であったラフリー

（Alan G. Lafley）は，従来，新興国において 5％

から 10％を占める富裕層のみを標的とし，残る

多数を無視していたことを反省し，新興国市場に

おける地位を大幅に引き上げるためのプログラム

を上梓した（42）。ラフリーによれば，高所得層に

のみ販売することも限界であるし，中低所得層に

対して，高所得層向け製品の品質を落とした同類

製品を展開していく「水増し型（watered down）

製品アプローチ」では成功しない。代わって必要

となったのは，中国人消費者をよく理解し，消費

者のニーズを反映し，価格的にも納得できる製品

を開発・販売することであった。

　P&G は主力である衣料用洗剤を中国に投入す

る決断をし，価格を大幅に引き下げるために，徹

底的なコストダウンを実施した（Enright, 2012）。

「Tide」の徹底的コストダウンに際して，P&G

は従来のやり方である，高コスト国から資材を輸

入する方法ではなく，新興国同士の供給ネット

ワークを構築した。P&G は中国に多額の投資に

より供給拠点を設置すると同時に，例えば中国市

場向けの歯磨き粉のチューブをインドから調達す

るといった，最適拠点からの調達も進めた。この

ようなアジアや南米に張り巡らせた低コスト資材

調達ネットワークに加えて，高速で洗練された組

立工場を消費地の近くである上海に設立した。こ

のシステムは P&G に 30％の製造コスト削減を可

能にし，北米やヨーロッパ向けの輸出拠点として

も機能した。2010 年までに，P&G は従来広州に

あった単一工場から，中国全土の 10 工場に拡大

し，特に新しい天津工場は世界最大規模とし，規

模拡大による生産コスト削減を実行した。

　P&G が中国市場において莫大な広告宣伝費を

支出していることは知られている。同社は新製品

投入前に大々的な広告キャンペーンを行い，中国

人消費者に十分に認知させる方法を取った。主力

シャンプーである「ヘッド・アンド・ショルダー

ズ（Head & Shoulders）」の場合，発売前の広告

キャンペーンが特に効果的だったことは知られて

おり（43），発売前に店の前に行列ができるという

事態となった。新製品が十分浸透した後，重点は

徐々に広告から販売促進キャンペーンにもおかれ

るようになった。P&G は，全国，省，市単位の

テレビ局をそれぞれ利用し，中国最大級のテレ

ビ広告提供企業となった。例えば 2010 年に P&G

が中国でテレビ，新聞，雑誌，ラジオ，車内広告
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に支出した金額は 51.8 億ドルに上り，中国で 2

番目に広告支出の多いロレアルの 20.1 億ドルを

はるかに上回っていた。

　流通チャネルについては，スーパーマーケット

に対する直販チャネルと，中小小売に対する独立

卸経由のチャネルに大きく分かれ（44），後者につ

いては流通業者と協力的な関係を結び，近代的な

物流や在庫管理の方法を教育している。1988 年

から 92 年まで，P&G は代理店に典型的なプッ

シュ戦略を取り，代理店による代金支払後は販売

を任せる方針を取った。しかし，未収金の問題

が深刻化しため，代理店支援策に乗り出した（45）。

当時，P&G が代理店に選んだパートナーは数千

社に上り，人員派遣，セールス訓練，物流管理支

援などを行った。しかし，この方法が非効率で

あったこと，またカルフールやウォルマートと

いった大型国際小売業者の参入を受けて，1999

年，ヤーガーは，これを受け，「宝鹸 2005 プロ

ジェクト」と題するさらなる再編策に着手し，中

国 P&G と協力的な大規模代理店だけを残すこと

にし，代理店に対するコントロールを容易にし

た。続いて，販売地域の統合と代理店の集約を

行った。参加企業については，資本金，キャッ

シュ・フローについて厳しい制限を課し，P&G

製品だけを扱う専売制とした。この方法は，直ち

に順調な成果を生んだわけではない。代理店の反

発や整理による販売額の一時的現象というリスク

を伴った。にもかかわらず，長期的には代理店の

体質強化につながったといえよう。

　P&G の中国流通チャネル構築で非常に意義深

いのは，日本での経験が出発点となっていること

である。P&G は日本参入時にも数多くの独立卸

店と取引していたが，やはり少数の P&G 製品の

取り扱いに熱心な卸店に取引を集約した（佐々木 

2007）。他方，日本での経験を超えて中国で新た

に展開したのは，地方都市・農村チャネルの開拓

である。P&G の販売網は当初，広州，上海，深

圳，北京，天津といった大都市に集中していた

が，現在 P&G の販売ネットワークは，２，３，４

級都市や地方にも浸透し，様々な規模の都市にあ

る約 50 万店の小売店に及んでいる。中国商務省

の「万村千郷」政策への協力を通じて 1万店以上

の農村小売店主に対して小売り手法の指導や棚割

提案を行い，農村部浸透の起爆剤としている（46）。

（３）インド・東南アジア・台湾での展開

　P&G はアジアでは中国事業に集中した半面，

インドネシア，タイなど，東南アジアでの同社の

業績は，それほど目立ったものではない。台湾で

は，1964 年にいったん台湾宝鹸（台湾 P&G）を

設立し，68 年に花王に売却したのち，1984 年に

合弁会社を設立，再度進出を果たした（47）。東南

アジア，インドについても，いくつかの国では第

二次戦後初期に進出した前史を持つが，1985 年

の米国 P&G 本社によるリチャードソン・ヴィク

ス社買収を契機に活発化させた。

　東南アジアにおいても日本での経験の影響が見

られる一例として，タイにおいては，1992 年に

日本での販売経験者がタイ P&G のマネジャーに

赴任すると同時に，P&G と卸の共同出資により，

バンコク，チェンマイ，ハジャイに販売会社を設

立した（48）。バンコクの販売会社は卸・スーパー

経営する地方実業家の 3代目オーナー社長のも

とに 8名のセールスマン（半分が P&G からの出

向）を駐在させており，規模としては小さいが，

明らかに P&G が日本の花王の販売会社にヒント

を得た実験であった。

　インドにおいては，1985 年，リチャードソ

ン・ヒンドゥスタン社（Richardson Hindustan 

Ltd.）を子会社化したのが P&G インド（Procter 

& Gamble, India）のはじまりである（49）。なお，

リチャードソン・ヒンドゥスタン社はリチャード

ソン・ヴィクス社の子会社として 1964 年に成立

されている。1991 年のインド経済自由化直後に，

P&G は濃縮洗剤「アリエール」を投入したが，

対抗して HUL は「サーフ・ウルトラ」を投入

し，1994 年，さらに HUL は中間セグメントの製

品として「Rin」を投入した。一方，P&G はゴー

ドレージ（Godrej）社と合弁会社「P&G Godrej」

を設立し，「Key」「Trilo」といった洗剤ブランド

を売り出した。P&G はゴードレージ社の地方・

農村に強い流通チャネルを活用しようとしたが，
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合弁事業は 1996 年に終焉した。2000 年，P&G

は洗剤「Tide」をインドに投入した。「Tide」は

2006 年に「Rin」のシェアを抜き，特に中間価格

帯クラスの洗剤として高い評価を得た。

　「Tide」の上梓が転機となり，P&G インドの方

針は，富裕層だけでなく中間層，低所得層との取

引を拡大することに転換した。そのために実施し

たのが，製品価格の大幅引き下げである。さら

に，インドで圧倒的な地位を誇る HUL のチャネ

ル展開を手本とし，2010 年前後に卸店および地

方零細小売店との取引を大きく拡大した。その結

果，ユニリーバが 160 万店の小売店と取引してい

るのに対し，P&G は 130 万店と，大きく劣らな

い。これらは，中国における「Tide」展開と歩調

を合わせた措置であり，P&G の新興国における

マーケティングの標準化を体現したものである。

但し，中国での「Tide」攻勢が中国現地企業に対

しても大きな脅威となったのに対し（李 2014），

インドでは，ニルマ（Nirma）をはじめとする現

地企業や HUL がさらに低価格帯に製品を展開し

ており，P&G がインド洗剤市場を席巻しきれな

い理由となっている（50）。

（４）P&G のグローバル展開と流通チャネル戦

略

　このように P&G は，フィリピンや日本におい

て，アメリカ方式の延長型マーケティングの踏襲

という路線をすぐに改めた。P&G は，アメリカ

と大きく異なるアジアの風土，流通慣行，消費嗜

好に直面し，日本の卸流通に適したマーケティン

グを学習し，そこで得た経験を，90 年代に参入

した中国に援用した。さらに，2000 年代には新

興国マーケティングとして，中間層を狙ったコス

トダウンと流通ネットワーク構築に力を入れ始め

た。P&G は日本・中国での経験を経て，異なる

文化や経済状況にある国々でのチャネル構築プロ

セス公式化したといえる。

　このように P&G のアジアでの流通チャネル構

築プロセスが，学習と修正を特徴としていった要

因として，ここでは 3点を挙げておきたい。 

　第一に，日本・中国での経験を持った経営指導

者，ヤーガー及びラフリーの存在である。ヤー

ガーは 1982 年から 88 年にかけて P&G ジャパン

を指揮し，その後，極東地域の統括責任者，副社

長を経て，1999 年に P&G 全社の最高経営責任者

となった。日本のような異文化市場では米国流

マーケティングの延長が通用しないことを痛感

し，日本の消費者のニーズに合わせた製品改良や

マーケティング戦略を採用した（51）。ヤーガーの

本社へのステップアップと共に，日本での経験は

P&G 全社の極東戦略やグローバル戦略に取り込

まれている。ラフリーは，1994 年から P&G ジャ

パンの梃子入れに参加した後，P&G の中国事業

立ち上げにも関わり，2000 年にヤーガーの後を

継いで最高責任者となった。ラフリーによる経営

改革は，特に中国事業に大きなインパクトをもた

らした（肖，2010）。

　第二に，P&G の新興国ビジネスモデルの転換

である。中国展開の節で見たように，P&G の当

初の方式はユニリーバと異なり，一部の富裕層を

ターゲットとするものであったが，2000 年を境

として中低所得層の獲得も目指すものとして大き

く転換し，流通チャネル政策の目指す方向もユニ

リーバの方式に近づきつつある。

　第三に，地域と製品のバランスの取れたグ

ローバル組織運営である。P&G は市場環境の

激しい変化に対応するため，1999 年に従来の組

織運営を大きく見直し，グローバル組織を，７

つの製品部門からなる GBU（Global Business 

Unit），8つの地域から構成される MDO（Market 

Development Organization）の 2つを軸としたマ

トリクス組織で運営し，さらに CF（Corporate 

Function）と GBS（Global Business Service）に

よって補佐させる体制を取った（52）。注目すべき

は，この組織変革を主導した一人であるヤーガー

の考えである。彼は地域のニーズに合わせる必要

を強く認識してはいたが，単なる地域別組織に対

しては否定的であった（53）。ヤーガーが最も重視

していたのは，迅速な新製品開発と市場投入，そ

してコスト管理であり，それらと地域ニーズへ

の適応のバランスを取った結果が，上記のよう

なマトリクス組織となった。この組織の下では，
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GBU はブランドの開発とマネジメントに責任を

持ち，マーケティング，販売に関しても能力を持

つが，MDO も地域戦略の策定と実行を担当する。

CF もシンシナティ本社で市場調査やマーケティ

ングを取りまとめる役割を担っている。

４．結び

　本稿ではユニリーバと P&G のアジアにおける

マーケティングの歴史について，流通チャネル

戦略を中心に分析検討した。以下では，冒頭に示

した論点に立ち返り，両社のアジアにおける流通

チャネル構築にどのような特徴や論理がみられる

のかを，改めて整理して論じたい。

　まず，アジアの中間層，低所得層にも適した製

品展開やチャネル構築で先行したのは，ユニリー

バであった。同社のアジアにおける流通チャネル

は「独立流通業者を地域専属の販売・物流担当と

して全土に張り巡らせ，教育訓練や金銭的インセ

ンティブによって，彼らの販売努力向上を促す」

方式であり，加えて低価格製品を武器にした低所

得層への浸透，インドやインドネシアにおいては

マイクロディストリビューターを起用した地方・

農村部へのチャネル構築に優れていた。ユニリー

バのアジアにおけるマーケティングの本質は，い

かに数多くの都市部・農村部の小売店や消費者の

目に触れるかを最優先し，密度の濃い流通チャネ

ル構築において，競合他社との争いに勝っていく

ことであった。

　対する P&G は，中国などで富裕層を対象とし

たマーケティングに絞っていたが，同社が新興国

市場戦略を 21 世紀に入って大幅に転換した結果，

P&G のアジアでの流通チャネル戦略の目指す方

向は，ユニリーバのそれとの大きな違いがなく

なっている。すなわち，近代流通業だけでなく伝

統的卸・小売業者との関係構築を重視したチャネ

ル構築であり，所得階層すべてを対象とした価格

設定，低価格の現地ブランドを含めた製品展開と

いった面も見られる。だが，ユニリーバは，もと

もと幅広い所得層の人々へのアプローチを得意と

し，アジアの広い範囲でユニリーバ方式の展開に

成功しているのに対し，P&G は中国以外での中

間・低所得層へのアプローチをやや不得意として

いる。さらにいえば，ユニリーバのほうが専属卸

売業者や自社倉庫といった，ややコントロール度

の高いチャネルを当初から用いており，チャネル

の完成度が高い。P&G が今後，インドや東南ア

ジアでどの程度の中間層・低所得層を獲得できる

かどうかは未知数である。

　流通チャネルの標準化と適応化という論点から

みると，現地適応型マーケティングの性格が強い

と見られていたユニリーバが，歴史的にアジアで

の流通チャネルの共通性を持っていたことを明ら

かにしたのは，本稿の一つの発見である。本稿

で確認したように，元々は，ゴセージ，クロス

フィールド，リーバ 3社方式が，各国共通の出発

点であった。そして最近ではマイクロファイナン

スの利用などに，各国共通の方式導入への意図が

見られる。一方，P&G は，米国モデルの延長を

改め，その後に構築した日本モデルのアジア標準

化を意図しながらも，中国において修正と再適応

が行われ，さらに中国で完成したとみられる新興

国でのチャネル構築方式は，インドでは未だ試行

錯誤中である。結果として，P&G のアジア各地

のチャネル構築は，基本的には標準化を指向しな

がらも，各国の実情によって試行錯誤していくプ

ロセスとみることができる。

　次に「結果の標準化」と「プロセスの標準化

（公式化）」という論理についてはどうだろうか。

アジアでの流通チャネル構築プロセスの標準化

（公式化）を明確に意図していたのは，P&G であ

ろう。同社は，小売店への直接販売ではなく，卸

店を活用するという意図をもってアジアに進出し

た。日本では競合相手の販社との競合に直面し，

卸売ネットワークをより強固にするために，組織

力の強化を図った。さらに中国においては，地

方・農村部への浸透という新たな課題に直面し，

地方に強い卸店との協力関係の強化を図った。各

国で得た経験やノウハウを，そのまま持ち込むこ

とは困難であった。つまり，P&G にアジアにお

ける流通チャネル構築プロセスの標準化（公式

化）の意図があったとしても，現実には必ずしも
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全面的な標準化は実現できなかった。かといっ

て，標準化に向けた努力が無駄であったわけでは

なく，標準化の努力―修正―再適応という一連の

サイクルを繰り返し，1つ 1つの市場を攻略して

いったプロセスに，戦略形成と実行の同時進行の

意味があったといえよう。

　総じて，両企業がそれぞれ独自のプロセスを経

て到達した流通チャネルは，新興国の特に地方・

農村部への展開に適した方法であった。国ごとの

流通環境の相違を超えて，ユニリーバ方式，ある

いは P&G 方式というべき各企業独自のチャネル

構築プロセスがアジア各地においてみられたこ

と，これが本稿の発見である。本稿の課題とし

て，花王など日系企業や現地系の同業他社との比

較は別稿にゆだねたい。また，比較による発見が

持つ，流通チャネル論としての意味についても，

別稿で改めて論じるつもりである。今後，資料収

集および現地調査を進め，製造企業のアジアにお

ける流通チャネルの比較研究を精査していく予定

である。

注記）　本稿は，科学研究費基盤研究（C）（課題

番号 16K03769）による研究成果の一部である。

《注》

（ 1）本稿執筆に際しては，先行研究のほか，社内

報等の閲覧可能な企業内資料，現地法人を直接訪

問した際の提供資料，ケーススタディ，アニュア

ル・レポート等々を参照した。特に，ハーバー

ド・ビジネススクールのベーカー・ライブラリー

では，Unilever Magazine （ユニリーバの社内報） の
1981 年から 1997 年までの関係記事を継続して参照

したほか，HUL 幹部の講演記録や，ユニリーバ，

P&G の一部の現地法人についてのケーススタディ

を参照した。

（ 2）Copeland （1924）, p. 27.
（ 3）本論文では取り上げないが，花王の販売会社を

含む流通系列化は，その代表的な例の一つである

（井原，2009）。

（ 4）Jones （2005）, 邦訳書 178-179 頁。

（ 5）Jones （2005） にユニリーバのインドと中国展開
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　　This article analyzes Unilever and Proctor & Gamble's strategy for building distribution channels in 

Asia. It describes the history of each company's subsidiaries in India, China, Indonesia and Thailand while 

also referring to theory on distribution channels and international marketing. It was found that Unilever 

has built channels covering numerous cities and villages with exclusive wholesalers, and in some cases 

it uses wholly-owned depots, while Proctor & Gamble has built similar channels using more general 

wholesalers and small retailers in a narrower area, since it has no subsidiaries in China. As stated above, 

differences exist between one multinational and another in each country.　However, the most meaningful 

finding is that the overseas distribution channels of a single multinational differ so much from country to 

country.

《Summary》

The Distribution Channel Strategy of Western Multinationals:
Unilever and Proctor & Gamble in Asia

MOTOI Ihara


